
 

変更工事に係る認定事業所として認定を希望する事業所の評価に関する業務規程 

 

 平成11年４月１日危保規程第２号 

最終改正 平成15年７月28日危保規程第７号 

 

第１ 目 的 

この規程は、「危険物施設の変更工事に係る完成検査等について」(平成11年３月

17日付け消防危第22号各都道府県消防主管部長あて消防庁危険物規制課長通知。以下

「通知」という。)に定める危険物施設の変更工事に係る認定事業所として、市町村

長等による認定を希望する事業所の依頼により、危険物保安技術協会(以下「協会」

という。)が、当該事業所について、通知の別添１の別紙１－２に定める審査基準へ

の適合状況を評価するために必要な事項を定めることを目的とする。 

 

第２ 評価の項目  

    評価の項目は、事業所等の保安体制、自主検査体制及び事業所の保安実績とする。 

 

第３ 評価の申請者 

  評価の申請者は、石油コンビナート等災害防止法(昭和50年法律第84号)第２条第２

号に規定する石油コンビナート等特別防災区域内又はこれらの区域と同等の防災上

の措置がなされているものとして市町村長等が認める区域内に所在する事業所のう

ち、次の各号に該当しないものとする。 

(1) 当該事業所に設置されている危険物施設の使用を開始した日から２年を経過して  

いないもの 

(2) 当該事業所に設置されている危険物施設において、次の事故が発生してから２年  

を経過していないもの 

  ア  死者１名以上又は重傷者２名以上発生した火災、爆発、漏えい等の事故 

イ  社会的影響が大きいと認められる事故(危険物施設外に大量に危険物が漏えい

した事故、周辺住民への避難勧告を伴った事故等) 

(3) 消防法(昭和23年法律第186号)第３章に規定する市町村長等の命令(同法第12条の

３に規定する緊急使用停止命令を除く。)を受けて、当該命令に係る改善措置を講

じた日から２年を経過していないもの 

    (4) 市町村長等が、通知の別添１、３(5) により認定を取り消した日から２年を経過   

していないもの 

 

第４ 評価委員会 

１ 評価の公平かつ効率的な実施を図るため 、協会に変更工事に係る認定事業所とし

て認定を希望する事業所の評価委員会(以下「委員会」という。)を置く。 

  ２ 委員会の組織、職務その他委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 



第５ 評価の申請 

 １  評価を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、評価の申請書に評価に必要

な関係書類を添えて、協会の理事長(以下「理事長」という。)に提出するものとする。 

  ２ 申請者は、前項の規定による申請に当たって、「危険物施設の変更工事に係る完成

検査等における自主検査結果の活用に関する運用について」(平成13年３月30日付け

消防危第44号各都道府県消防主管部長あて消防庁危険物保安室長通知。)において示

されている高圧ガス保安法に係る完成・保安検査実施者認定制度の認定、国際標準化

機構(以下「ＩＳＯ」という。)のＩＳＯ9000シリーズ又はＩＳＯ14000シリーズの認

証その他の制度に基づく認証等を受けていることにより、申請に係る評価において、

その活用を希望する場合には、その旨を申し出ることができるものとする。 

  ３ 評価に必要な申請書の様式及び評価に必要な関係書類は、別に細則で定める。 

 

第６ 委員会の審査等 

１  理事長は、評価に当たり、あらかじめ書類確認及び現地調査を行い、その結果を含

め委員会に審査を委嘱する。 

２ 委員会は、委嘱のあった事項について審議を行い、その結果に意見を付して理事長

に報告するものとする。 

 

第７ 評価及び評価結果の通知 

理事長は、委員会の報告に基づき評価を行い、申請者に対し評価結果を通知する。 

 

第８ 評価内容の変更 

１ 評価を受けた者が、当該評価に係る保安体制等の評価内容の変更を行おうとすると

きは、あらかじめ理事長に申請し、当該評価内容の変更に係る評価を受けなければな

らない。 

  ２  前項の評価内容の変更に係る評価の手続き等は、第５、第６及び第７に準ずるもの

とする。 

 

第９ 評価内容以外の変更等 

名称等の変更で第８第１項に規定する評価に係る保安体制等の評価内容の変更に該

当しないと理事長が認めるものについては、別に定める様式により届出するものとす

る。 

 なお、届出に際しては、事前に協会へ連絡をするものとする。 

 

第10  評価の更新 

１  第７の評価は、５年ごとにその更新に係る評価を受けなければ、その効力を失う。 

  ２  評価の更新に係る評価の手続き等は、第５及び第７に準ずるものとする。 

 

第11 評価の取消し 

１  理事長は、評価を受けた者が次の各号の一に該当するときは、当該評価を取り消す



ことができる。 

    (1) 当該評価に係る事業所が通知の別添１、３(5) の要件に該当すると認めるとき 

    (2) 当該評価に係る事業所が第５第２項の規定に係る認証等の活用を希望して評価を

受けた場合に、当該認証等の取り消しを受け、かつ、当該取り消しを受けた要因が

評価に活用した内容によるものであるとき 

  (3) 不正な手段により当該評価を受けたとき 

    (4) 第８に定める評価内容の変更に係る評価を受けないで評価内容を変更したとき 

２  理事長は、前項の規定により評価を取り消したときは、その旨を当該評価を受けた

者に通知する。 

 

第12  立入調査等 

理事長は、この規程による評価の実施に関し必要な限度において、当該評価を受け

た者に連絡のうえ、当該評価を受けた者に対し、立入調査又は資料の提出若しくは報

告を求めることができる。この場合において、当該評価を受けた者は、これに協力し

なければならない。 

 

第13 手数料 

 １ 手数料の額は、次の各号に掲げる業務の種類に応じ、それぞれ当該各号に定める額  

に、消費税相当額を加算した額とする。ただし、現地調査のため、協会の職員が事業  

所に出張する場合の手数料の額は、この額に２に定める旅費等の額を加算した額とす

る。 

   (1) 第５に定める評価 

             ４２０，０００円 

   (2)  第８に定める評価 

     ア 重変更に係るもの 

                  ２９４，０００円 

     イ 軽変更に係るもの  

                    ８４，０００円 

   (3) 第10に定める評価 

                  ２１０，０００円 

 ２ 旅費等の額は、次に定める額の合算額とする。 

  (1) 日当  

     １日につき  ２，２００円 

   (2) 宿泊料 

       甲地方   １日につき １０，９００円 

      乙地方    １日につき  ９，８００円 

  (3) 交通費 

       実費（最も経済的な通常の経路及び交通手段による費用） 

 ３  手数料の納付手続きについては、理事長が別に定める。 

４ 既に納付された手数料は、協会が当該手数料の対象となる業務の申請書を受け付け



た後においては、原則として返還しない。 

 

第14 その他 

     この規程に定めるもののほか、評価の実施に関し必要な事項は、理事長が別に定め

る。 

 

 

附 則 

   この業務規程は、平成11年４月１日から実施する。 

 

附 則（平成11年10月19日危保規程第29号） 

   この業務規程は、平成11年10月19日から実施する。 

 

附 則 (平成15年７月28日危保規程第７号) 

    この業務規程は、平成15年４月１日から適用する。 

 


